２．申請手続きについて

２－０．申請手続きの基本的な流れ
一戸建ての住宅の建設住宅性能評価（既存住宅）の流れは以下のとおりです。

申請から評価書交付に至るまでの手続き







２－１．申請書の作成にあたって

(１) すべての申請において必要な図書
一戸建ての住宅、共同住宅等の別によらず、すべての建設住宅性能評価の申請にあたって提出が必要となる書類は、以下のとおりです。（　　　　部は提出が必須となっているもの）

①建設住宅性能評価申請書（既存住宅）〔正副２部〕

省令別記様式第六号の二様式による申請書（告示で様式の定められているもの）

②建設評価申請添付図書（既存住宅）〔２部〕

H12建告第1662号による評価のために必要な図書

1)付近見取り図（様式は指定性能評価機関により異なる）
方位、道路及び目標となる地物を明示した付近見取り図

2)申告書（様式は指定性能評価機関により異なる）
住宅に関する基本的な事項（省令第１条第七号に定めるもの）を確認するための書類
③過去の評価結果を確認できる図書（必須ではない）

1) 個別性能に関することに関係するもの

過去の建設住宅性能評価に用いられた図書等を用いて評価を行う場合は、以下の書類又はその写し

イ．過去の建設住宅性能評価が新築住宅に係るものであった場合

ａ．平面図等の図面類（過去の建設住宅性能評価の際に、申請者より提出され評価に用いたもの）

ｂ．施工状況報告書及び施工関連図書（過去の建設住宅性能評価の際に用いたもの）

ｃ．当時の建設住宅性能評価書

なお、1-2、1-3、1-4、1-6、2-5、2-6、2-7、4-1の事項の評価を希望する場合は、a、b、cは必ず必要になります。

ロ．過去の建設住宅性能評価が既存住宅に係るものであった場合

ａ．平面図等の図面類（過去の建設住宅性能評価の際に、申請者より提出され評価に用いたもの及び指定住宅性能評価機関が作成したもの）

ｂ．評価書（検査結果記録書を含む。）または３.でいう「共用部分検査・評価シート」

ハ．特別評価方法認定書の写し（特別評価方法の認定を受けている場合）

特別評価方法の認定を受けている場合は、特別評価方法認定書の写し〔省令別記第四十七号様式〕と、当該認定特別評価方法を用いて評価されるべき事項を記載した書類（必要な場合）

（２）その他、確認が求められる事項・書類等

（１）で示した図書の他に、一戸建てや共同住宅等の別に応じて、評価機関より以下に示す事項・図書の確認が求められることがあります。

①住宅に関する基本的な事項を確認するための図書等

評価機関による評価の際に、評価員は住宅や設備に関する各種の基本的な情報である「住宅に関する基本的な事項」を確認することとなります。

この「住宅に関する基本的な事項」における確認項目としては、以下のものが挙げられます。このうちのいくつかは、申請時において申告書に当該図書の有無を記載するものやその写しを提出するもの並びに、申告書の補完として現況検査の際に評価員への提示が求められるものもありますので、申請にあたってはこれら図書等の準備が必要になります。
表　住宅に関する基本的な事項と確認方法及び関係する図書

	基本的な事項
	確認方法及び関連する図書

	０．建築主、設計者、施工者、工事監理者、売主の名称等
	(1)建築主の氏名（又は名称）・連絡先
	・契約書等これらの内容を証する書類

・申告書

	
	(2)設計者の氏名（又は名称）・連絡先
	

	
	(3)施工者の氏名（又は名称）・連絡先
	

	
	(4)工事監理者の氏名（又は名称）・連絡先
	

	
	(5)売主の氏名（又は名称）・連絡先
	

	１．当該住宅の概要
	(1)階数（地上・地下）
	（目視により確認）

	
	(2)建築面積
	・設計図書等　　・申告書

	
	(3)延べ面積
	・設計図書等　　・申告書

	
	(4)構造の種類（混構造の場合は、主たる構造とそれ以外）
	（目視により確認）

・設計図書等　　・申告書

	２．新築の時期
	(1) 新築工事の着工時期
	・新築工事の請負契約書等これらの内容を証明する書類

・申告書

	
	(2) 新築工事の竣工時期
	

	３．新築時の建築関係図書
	(1)新築工事に係る設計図書等の有無と種類
	（当該図書の提示）

	
	(2)新築工事に係る建築基準法関係書類（当該手続が不要とされている場合はその旨を申告書で確認）
	・確認済証（建築確認通知書）

・検査済証　　・中間検査合格証

・申告書（当該手続が不要とされている場合）

	
	(3)新築時の住宅金融公庫融資に係る工事審査の証明書等
	・当該図書

	
	(4)住宅の性能保証に係る検査等の証明書等の有無と種類
	

	４．住宅性能評価の利用
	(1)設計住宅性能評価
	・設計住宅性能評価書

・申告書

	
	(2)建設住宅性能評価
	・建設住宅性能評価書

・申告書

	
	(3)既存住宅に係る建設住宅性能評価
	

	５．増築・改築等の履歴
	有無・内容・実施時期
	・新築工事の請負契約書又はその他の内容を証明できるもの

（関係図書の提示）

・申告書

	
	増築・改築等の工事関連図書の有無
	・新築工事の請負契約書等これらの内容を証する書類

・申告書

	
	３．(2)の事項
	３．(2)による

	６．被災の履歴
	被災の有無・内容・発生時期
	・申告書

	７．日常生活上の不具合等
	(1)漏水（過去５年間）の有無・発生箇所・頻度・量・修繕の有無
	・申告書

	
	(2)結露（過去５年間・浴室等を除く）の有無・発生箇所
	

	
	(3)室内空気の汚染等の不具合（過去５年間）の有無・内容・発生箇所
	

	10．耐震診断等の実施
	耐震診断、劣化診断等の有無・種類・実施時期・実施者の氏名（名称）
	・申告書

	12．建築設備
	(1)専用部分の給水管・排水管・給湯管の種類
	（目視により確認）

・設計図書等

・申告書

	
	(2)専用部分の給湯器の熱源の種類・給湯方式・給湯能力
	

	
	(3)専用部分の暖冷房設備の熱源の種類（中央管理方式のみ）
	

	
	(4)専用部分の床暖房設備の種類・熱源の種類
	

	
	(5)専用部分のその他の設備の種類
	

	
	(6)(1)～(5)の修繕・改修・取替え工事の履歴
	有無・内容・実施時期
	・当該工事の請負契約書等これらの内容を証する書類

・申告書

	
	
	工事関連図書
	・当該図書

	
	(10)浄化槽の有無・種類・処理対象人数
	（目視により確認）

・設計図書等　　・申告書

	
	(12)(7)～(11)の修繕・改修・取替え工事の履歴
	有無・内容・実施時期
	・当該工事の請負契約書等これらの内容を証する書類

・申告書

	
	
	工事関連図書
	・当該図書


③その他の書類

以上の他に申請にあたっては、現況検査におけるトラブルを防止する観点等から、事前に関係者に対して、申請の内容や現況検査の実施等について同意を求めておくことが有効です。

表　同意を求める必要のある関係者の例

	申請者
	同意を求める必要のある関係者の例

	建物所有者
	居住者（申請者以外が評価対象住宅に居住している場合）

	所有者以外の居住者
	評価対象住宅（又は建築物）の所有者

	仲介業者等
	居住者、評価対象住宅（又は建築物）の所有者


２－２．現況検査にあたって

２－１．で示した手続きに基づき申請し、評価機関において申請内容に不備等が無いことが確認された後には、評価員が当該住宅に赴き現況検査を実施することとなります。

現況検査にあたって、検査当日に準備しておく図書・事項には以下のようなものが挙げられます。

（１）申告書を補完する図書等

「住宅に関する基本的な事項」について、評価機関の求めに応じ、申告書を補完する図書等を事前に準備しておくことが求めらます。

（２）家具等の移動

住宅内部の検査においては、評価員の検査の妨げとなる家具やポスター等を移動する必要がある場合があります。この場合、移動時の損傷等のトラブルの防止を考慮すると、原則として申請者が移動しておくことが望ましいでしょう。

（３）その他

既存住宅の現況検査は、新築住宅の検査と違って工事中の現場を検査するものではありませんので、評価員が不審者と間違われる等の周辺居住者等と評価員の間で無用のトラブルを防ぐ意味からも、検査の実施にあたっては、事前に周知等の準備をしておくことが望まれます。

また、現況検査を実施している間は、申請者は、評価員と同行していることが望まれます。

２－３．評価保留と再検査の申請について

建設住宅性能評価（既存住宅）において、現況検査で「補修または詳細調査を要する事象等が認められる」と判断された部位等について、現況検査・評価書の交付の前に適切な補修等を行った後に再検査を受けることができます。

このため、申請者は現況検査が完了した後、評価書の交付前に検査結果の通知を求めることができ、評価機関は、それを受けて検査結果記録書を用いるなどにより検査結果を通知することとなります。

その結果により、補修等を希望する場合には、評価機関に対して再検査の要請があるまで評価書の交付を一旦保留することができます。

なお、評価書の交付を保留する場合には、評価機関に対して再検査の予定日を通知し、補修等が完了した際には速やかに評価機関に対して再検査の申請をすることが求められます。

申請者が補修等を希望しない場合は、評価を継続して、評価書が交付されることとなります。


















図　申請から現況検査・評価書交付までの流れ

















申請者：申請書の作成





２－１．参照








２－２．参照
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２－３．参照





評価機関：書類・図書の審査





評価機関：検査の実施





評価機関：検査結果の記録の作成





評価機関：現況検査・評価書（建設住宅性能評価書）の交付





申請者：評価の保留と再検査の申請
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申請者：評価に向けての準備


















































































































































































































































※：ここでいう「一戸建ての住宅」とは、住宅以外の用途に供する部分のない専用住宅に限ります。





図　検査結果の報告と評価の保留の手続き





現況検査・評価書の交付手続き
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保留手続きの申請





保留手続きを行わない旨の通知
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補修等を実施する
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検査結果報告書の作成





申請者の求めの応じ通知
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